
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【福祉部】 ひとり暮らし高齢者等を見守るため、見守りなど日常的な

支え合い活動の体制づくりに取り組む市町村に助成を行

新 重 う。

１ 高齢者と地域の 589,230 589,230
つながり再生事業 繰入金 589,230 繰入金 589,230 １ 地域見守りシステムの構築 ３億３，６７０万円

・補 助 額：５，０００千円（標準）

・補助対象：全６４市町村

・事 業 例：支え合いマップの活用

安否確認サインの活用 など

２ 地域活動の拠点整備 ２億５，２５３万円

・補 助 額：４，０００千円（標準）

・補助対象：全６４市町村

・事 業 例：見守り活動のための拠点整備

孤立化を防ぐための交流の場の整備 など

福祉部

－ １ －

【審査の考え方】

ひとり暮らし高齢者等の孤立化を防ぐため、高齢者等を地域で見

守る体制の整備や、地域活動の拠点整備の必要性を認め、要求額を

措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

第11回全国障害者芸術・文化祭を開催するとともに、「障

新 重 害者アート」の支援を行う。

２ 障害者芸術・文化 44,700 44,700
活動推進費 国庫 36,000 国庫 36,000 １ 全国障害者芸術・文化祭開催事業 ４，１２０万円

一財 8,700 一財 8,700 ・会期：平成23年4月～12月

・会場：県立近代美術館、彩の国さいたま芸術劇場など

・内容

(1) 障害者の参加による日常の文化活動を支援

①障害者音楽コンサート

②文化活動発表会

③絵画公募展

④障害者と地域との交流を目的とした展示会

(2) 障害者アーティストを育成

①「障害者アート」企画展

②ダンスの体験会と公演

③聴覚障害者の演出家による演劇と公演

④バリアフリー芸術鑑賞会

⑤「障害者アート」商品化セミナー

２ 「障害者アート」マッチング・サポート事業

３５０万円

・障害者アートを支援する企業等を開拓し、活動の現場

とのマッチングを図り、障害者の社会参加や経済的自

立に結びつける。

福祉部

－ ２ －

【審査の考え方】

障害者の自立と社会参加を進めるため、第 11 回全国障害者芸術・

文化祭埼玉大会の開催等を行う必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

発達障害児・者に対する総合的な支援を行う。

一部新規 重 新
３ 発達障害児(者)に 40,470 187,519 187,519 １ 啓発の推進 ２，８６９万円

対する支援関連事業 国庫 18,106 国庫 19,219 国庫 19,219 ・①保育所・幼稚園職員向け、②親向け、③県民向けの

一財 22,364 繰入金144,410 繰入金144,410 啓発物の作成・配布及び親向けのセミナーの開催

一財 23,890 一財 23,890 新
２ 人材の育成 ３，４００万８千円

・「発達支援マネージャー（市町村）」育成研修

・「子どもの発達支援サポーター（保育所等）」育成研修

・医師・保健師等を対象とした研修

新
３ 親の支援 ４，８１０万７千円

・子育てを学ぶ講座の実施

・専門家チームが市町村を巡回し、相談等を実施

・発達障害児の親が同じ立場で相談に応じる「ペアレン

トメンター」体制の整備等

新
４ 中核発達支援センターの整備 ３，７７９万円

・２つの療育機関に医師・看護師(各１名)を配置

・発達障害児・者の支援拠点に必要な機能を検討

５ その他 ３，８９２万４千円

・「サポート手帳」の作成・配布

・「発達障害者支援センター(まほろば)」の運営

福祉部

－ ３ －

【審査の考え方】

発達障害児（者）に対する支援を充実し、早期発見から確実な診

療・療育まで、包括的に取り組む必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

重症心身障害児施設の整備費の一部を補助する。

新 重 ２億６，０４０万円

４ 重症心身障害児施設 260,400 260,400
整備助成費 国庫 173,600 国庫 173,600 ・法 人 名：(仮称)埼玉医大福祉会

県債 86,000 県債 86,000 ・施 設 名：重症心身障害児施設 (仮称)カルガモの家

一財 800 一財 800 ・建 設 地：埼玉県川越市鴨田地内

（埼玉医科大学総合医療センター内）

・事業期間：平成23年度整備、平成24年度開設

・建設内容：鉄筋2階建て(延床面積2,990㎡)

・入所定員：41名＋短期入所3名

・総事業費：７億２，９７５万円

・負担割合：補助基準額につき(国1/2・県1/4)・事業主1/4

※ 重症心身障害児施設の整備に係る関連事業

１ 民間社会福祉施設整備促進事業費（県単独事業）

・上記事業主負担の1/2を上乗せ補助。

・本件整備に係る補助額：４，３４０万円

２ (独)福祉医療機構借入金利子補助（県単独事業）

・施設整備にあたり(独)福祉医療機構から資金を借り

入れた場合、償還利子の１/２を補助。

・本件整備に係る補助額：１７０万円

３ (独)福祉医療機構借入金利子補助(債務負担行為)

・上記２の借入期間内の補助に係る債務負担行為。

福祉部

－ ４ －

【審査の考え方】

重症心身障害児を在宅で介護する家族の負担軽減等を図るため、

重症心身障害児施設を整備する必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

各種事業を実施し、保育所待機児童の解消を図る。

一部新規 重 平成23年度受入枠拡大数見込み ４，５００人

５ 保育所待機児童対策 6,447,849 4,765,002 4,765,002
の推進 国庫 63,130 国庫 80,421 国庫 80,421 １ 保育所の整備 ４３億３，１９０万７千円

繰入金 6,184,019 繰入金 4,432,237 繰入金 4,432,237 ⇒受入枠拡大数：３，０００人分

一財 200,700 一財 252,471 一財 252,471 ・安心子ども基金による保育所整備等：２，８４０人分

・認可保育所への移行促進等：１６０人分

２ 家庭保育室の開設・拡充 ２億４，１９２万３千円

⇒受入枠拡大数：８８０人分

３ 企業内保育所の整備促進 ５，０００万円

⇒受入枠拡大数：３２０人分

・企業が従業員向けに設置する保育施設の整備へ助成

４ 一時保育等の促進 ７，８８４万円

⇒受入枠拡大数：１００人分

・保護者の就業等により一定程度の日時につき保育が必

要となる児童のため、保育所が行う一時保育へ助成

新
５ 家庭的保育（保育ママ）の促進 ６，２３３万２千円

⇒受入枠拡大数：１００人分

・保育士の資格を有する家庭的保育者（保育ママ）が、

自身の居宅等で少人数に対し実施する保育へ助成

６ 幼稚園による預かり保育の促進（学事課）

⇒受入枠拡大数：１００人分

福祉部

－ ５ －

【審査の考え方】

保育所待機児童の解消を図るため、認可保育所や認定子ども園等

の一層の整備の必要性を認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

安心こども基金を活用し、通告しやすい環境づくりや児童

新 相談所及び市町村の機能強化を図る。

６ 児童虐待防止関連 521,518 521,518
事業 国庫 2,737 国庫 2,737 １ 地域見守り体制整備事業

繰入金506,060 繰入金506,060 ２，３８１万４千円

諸収入 9,082 諸収入 9,082 ・虐待通告を呼びかけるリーフレットを自治会で回覧

一財 3,639 一財 3,639 ・オレンジリボンキャンペーンの実施

・医療機関向け児童虐待対応マニュアルの作成

２ 市町村児童相談体制強化事業

３億８，９７５万３千円

・児童虐待防止対策事業（広報啓発、人材育成など）を

助成

・虐待防止施策の中心となる職員を養成するための研修

・児童相談所ＯＢを派遣

３ 児童相談所機能強化事業

１億７９５万１千円

・児童相談所に警察官ＯＢや相談にあたる非常勤職員等

（合計２９名）を配置

・児童相談所の簡易な修繕や備品の購入

福祉部

－ ６ －

【審査の考え方】

児童虐待を防止するため、地域における見守り体制の整備や虐待

相談の中心となる職員の養成、児童相談所の体制強化等の必要性を

認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

子ども手当のうち、児童手当に係る地方負担分を支給する。

一部新規

７ 児童手当給付費 15,680,349 16,083,940 16,083,940 児童手当給付費負担金 １５５億８，３９４万円

負担金 一財 15,680,349 一財 15,583,940 一財 15,583,940

繰入金 500,000 繰入金 500,000 ・平成２２年度に創設された子ども手当の一部として支

給される児童手当につき、県の負担分を支給する。

新
市町村の児童手当・子ども手当支給電算システム改修費

の補助（安心こども基金） ５億円

※ 関連：児童福祉施設入所児童等特別支援事業費

２，０３３万３千円

・児童養護施設等の入所児童に対しては、平成２３年６

月から子ども手当が支給されるが、４～５月の２か月

間については経過措置として、平成２２年度と同様に

安心こども基金を財源として、子ども手当相当額を助

成する。

福祉部

－ ７ －

【審査の考え方】

「平成 23 年度における子ども手当の支給等に関する法律（案）」

に基づき、子ども手当に要する経費のうち県負担分を予算に計上す

る必要性を認め、要求額を措置した。


